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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シートベースに回動可能に取り付けられたシートバックと、前記シートバックに対して
回動可能に取り付けられたシートクッションとを備え、前記シートバックが前方に回動す
る動作に応じて前記シートクッションが着座位置からフロアに向けて斜め前方に変位する
ダイブダウン動作を行うように構成された乗物用シートであって、
　前記シートベースをスライド可能に支持するスライド機構と、
　互いに平行に延びる左右のオットマンピラーにより前記シートクッションの前部に支持
され、前記シートクッションが前記着座位置にある状態において、前記シートクッション
の前部から垂下する第１収納位置と、前記シートクッションの前部から前方に延在する展
開位置との間で変位可能に前記シートクッションに設けられたオットマンとを更に有し、
　前記スライド機構は、ロアレールと、前記ロアレールに変位可能に取り付けられるアッ
パレールと、前記ロアレールに対して前記アッパレールを固定するレールロック部材とを
有し、
　前記レールロック部材は、操作部材の操作によりロック解除を行うように構成され、
　前記操作部材は、前記オットマンピラーと隣接して前記シートクッションの前部に配置
されていることを特徴とする乗物用シート。
【請求項２】
　前記オットマンピラーは、前記シートクッションの前部にて左右に延在するクッション
前メンバの下方を前後に延びるように前記シートクッションに取り付けられ、



(2) JP 6708938 B2 2020.6.10

10

20

30

40

50

　前記操作部材は、前記クッション前メンバの下方を通されることを特徴とする請求項１
に記載の乗物用シート。
【請求項３】
　前記操作部材の操作力を前記レールロック部材に伝達するためのレール用ケーブルと、
前記レール用ケーブルを摺動可能に抱持する筒状のレール用アウタチューブとを更に有し
、
　前記レール用アウタチューブは、前記シートクッションの左右の側部にて前後に延びる
クッションサイドフレームの下部に接合されたブラケットに係止されていることを特徴と
する請求項１又は請求項２に記載の乗物用シート。
【請求項４】
　前記操作部材は、前記オットマンピラーに対してシート幅方向外側に配置されることを
特徴とする請求項１～請求項３のいずれかに記載の乗物用シート。
【請求項５】
　前記シートバックの側部に取り付けられたアームレストを更に有し、
　前記操作部材は、シート幅方向において、前記アームレスト側の前記オットマンピラー
よりも外側且つ前記アームレストの内端よりも内側に配置されることを特徴とする請求項
１～請求項３のいずれかに記載の乗物用シート。
【請求項６】
　前記オットマンピラーは、前記シートクッションの前部にて左右に延在するクッション
前メンバの下部に接合されたサポートをそれぞれ備えた左右のピラー支持部により支持さ
れており、
　前記操作部材は、前記サポートの前端よりもシート前後方向で前方に配置されることを
特徴とする請求項１～請求項５のいずれかに記載の乗物用シート。
【請求項７】
　前記オットマンピラーは、前記シートクッションの前部にて左右に延在するクッション
前メンバの下部に接合された左右のピラー支持部により支持されており、
　前記ピラー支持部は、操作部の操作により前記オットマンピラーに対する係止を解除可
能に構成されており、
　前記操作部は、一方の前記ピラー支持部のシート幅方向の外側に配置され、
　前記操作部材は、他方の前記ピラー支持部のシート幅方向の外側に配置されることを特
徴とする請求項１～請求項５のいずれか一項に記載の乗物用シート。
【請求項８】
　前記オットマンを前記第１収納位置と前記展開位置との間で角度調整可能に前記シート
クッションに支持する角度調節機構を更に有し、
　前記操作部材は、シート側方視において前記角度調節機構と重なるように設けられてい
ることを特徴とする請求項１～請求項７のいずれかに記載の乗物用シート。
【請求項９】
　前記シートバックを前記シートベースに対して角度調整可能に支持するリクライニング
機構を更に有し、
　前記操作部材は、前記シートクッションが前記着座位置にある状態において、前記リク
ライニング機構よりも上方に配置されていることを特徴とする請求項１～請求項８のいず
れか一項に記載の乗物用シート。
【請求項１０】
　前記操作部材はストラップであることを特徴とする請求項１～請求項９のいずれかに記
載の乗物用シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シートクッションにオットマンが設けられ、ダイブダウン動作が可能な乗物
用シートに関する。
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【背景技術】
【０００２】
　近年、自動車などの乗物用シートには、シートの形態をアレンジするための様々な機構
または装置を備えたものが多くなっている。例えば、フロア上段部にシートバックを回動
可能に取り付け、シートクッションをシートバック側に跳ね上げ可能に取り付け、シート
クッションをシートバック側に跳ね上げたチップアップ姿勢と、チップアップ姿勢のまま
シートバックを前方に転倒させることでシートバックをフロア上段部の前方のフロア下段
部に格納するダイブダウン姿勢に変化可能にした乗物用シートが公知になっている（特許
文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第４２６３６２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、ダイブダウン動作が可能な乗物用シートにおいてシートクッションにオット
マンが設けられている場合には、操作が煩雑であった。
【０００５】
　本発明は、ダイブダウン動作が可能でかつシートクッションにオットマンが設けられて
いる乗物用シートにおいて、操作を容易にすることを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するために、シートベース（２６）に回動可能に取り付けられたシート
バック（Ｓ２）と、前記シートバックに対して回動可能に取り付けられたシートクッショ
ン（Ｓ１）とを備え、前記シートバックが前方に回動する動作に応じて前記シートクッシ
ョンが着座位置からフロア（４）に向けて斜め前方に変位するダイブダウン動作を行うよ
うに構成された乗物用シート（Ｓ）であって、前記シートクッションが着座位置にある状
態において、前記シートクッションの前部から垂下する第１収納位置と、前記シートクッ
ションの前部から前方に延在する展開位置との間で変位可能に前記シートクッションに設
けられたオットマン（Ｓ４）を更に有し、前記オットマンは、前記第１収納位置にある状
態で前記ダイブダウン動作が行われた際に、前記フロアに干渉しない第２収納位置をとり
得ることを特徴とする乗物用シートを提供する。ここで、「干渉しない」とは、フロアと
接触してもよいが、ダイブダウン動作を阻止しないことを意図するものである。
【０００７】
　この構成によれば、第１収納位置にあるオットマンが、ダイブダウン動作の際にダイブ
ダウン動作を阻止しない第２収納位置に変位するため、予めオットマンを第２収納位置に
変位させる操作を行うことなくダイブダウン動作を行わせることができ、シートをダイブ
ダウン姿勢に変化させる操作が容易になる。
【０００８】
　また、上記の発明において、前記オットマンは、横方向に延在する軸周りに回動可能に
前記シートクッションに設けられており、前記第１収納位置にある状態で前記ダイブダウ
ン動作が行われた際に、前記フロアに当接し、前記フロアから受ける力によって前記第２
収納位置に向けて回動するように設けられている構成とすることができる。
【０００９】
　この構成によれば、ダイブダウン動作と関わりなくオットマンを変位させる機構を設け
る必要がないため、シートをより簡単な構成でかつより安価に形成することができる。
【００１０】
　また、上記の発明において、前記第２収納位置は、前記第１収納位置に対して前記シー
トクッションの底面側に設定されている構成とすることができる。
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【００１１】
　この構成によれば、第１収納位置にあるオットマンをフロアから受ける力によって第２
収納位置側に回動させやすい。そのため、第１収納位置の回動角度を、乗員の邪魔になり
にくい鉛直や鉛直よりも後方に設定できる。
【００１２】
　また、上記の発明において、前記オットマンには、少なくとも所定の回動角度よりも前
記第２収納位置側にあるときに、付勢手段（１５６）による前記第２収納位置側への付勢
力が作用する構成とすることができる。
【００１３】
　この構成によれば、シートをダイブダウン状態から使用状態に戻したときに、オットマ
ンが第２収納位置に保持することができる。
【００１４】
　また、上記の発明において、前記ダイブダウン動作が行われた後のダイブダウン姿勢に
おいて、前記第２収納位置にある前記オットマンと前記フロアとの間に隙間が形成される
構成とすることができる。
【００１５】
　この構成によれば、シートがダイブダウン動作を行う際やダイブダウン姿勢にあるとき
にオットマンの足支持面がフロアに接触しないため、オットマンの足支持面がフロアとの
接触によって汚れることを防止できる。
【００１６】
　また、上記の発明において、前記オットマンは、前記第１収納位置にある状態で前記ダ
イブダウン動作が行われた際に、前記フロアに摺接しながら前記第２収納位置まで回動す
る構成とすることができる。
【００１７】
　この構成によれば、ダイブダウン動作が行われた際にオットマンがフロアに当接してシ
ートクッションの底面側の第２収納位置まで回動するシートを、簡単な構成で実現するこ
とができる。
【００１８】
　また、上記の発明において、前記オットマンを前記第１収納位置に節度感をもって保持
するディテント機構（１６５）をさらに有する構成とすることができる。
【００１９】
　この構成によれば、オットマンが第１収納位置でディテント機構によって保持されるた
め、加減速時などにオットマンが揺れ動くことを防止できる。また、オットマンが付勢手
段によって第２収納位置側への付勢力を受けているような場合には、オットマンをディテ
ント機構によって第１収納位置に留めることが可能になる。
【００２０】
　また、上記の発明において、前記ディテント機構が、前記第２収納位置において前記オ
ットマンをその自重で下方に回動しない程度に大きな保持力を持って保持するように構成
することができる。
【００２１】
　この構成によれば、シートがダイブダウン姿勢にあるとき以外にも、オットマンを第２
収納位置に保持することが可能になる。また、シートをダイブダウン状態から使用状態に
戻したときに、オットマンを第２収納位置に保持することができる。
【００２２】
　また、上記の発明において、前記オットマンの足支持面（１７１）の遊端側には、突出
部（１７３）が形成されている構成とすることができる。
【００２３】
　この構成によれば、シートがダイブダウン姿勢にあるときに突出部以外のオットマンの
足支持面がフロアに接触しないため、フロアの汚れが付着して突出部以外の足支持面が汚
れることを防止できる。
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【００２４】
　また、上記の発明において、前記突出部（１７３）は、前記オットマンの足支持面の左
右端に遊端側から回動軸側に沿って形成されている構成とすることができる。
【００２５】
　この構成によれば、シートがダイブダウン姿勢にあるときにオットマンの足支持面の中
央部がフロアに接触しないため、足支持面の中央部にフロアの汚れが付着して中央部が汚
れることを防止できる。
【００２６】
　また、上記の発明において、前記オットマンの左右の突出部は、前記足支持面の中央部
（１７４）に比べて硬度が高い材料で構成されるとともに、前記足支持面の中央部に比べ
て平滑に形成されている構成とすることができる。
【００２７】
　この構成によれば、オットマンの突出部が足支持面の中央部に比べて平滑に形成されて
いることにより、突出部が汚れた場合に清掃を行いやすい。また、オットマンの突出部は
、足支持面の中央部に比べてフロアに接触しやすいが、中央部に比べて硬度が高い材料で
平滑に形成されているため、フロアとの接触によって摩擦抵抗が大きくなることや突出部
が磨耗することを防止できる。
【００２８】
　また、上記の発明において、前記オットマンの遊端側の前端面（１７２）は、前記足支
持面における前記フロアと接触する部分（１７３、１７１）に比べ、前記フロアに対する
より大きな摩擦係数を有する構成とすることができる。
【００２９】
　シートクッションの前部から垂下する第１収納位置にあるオットマンは、ダイブダウン
動作の際にその前端面がフロアに当接する。そこで、このような構成としたことにより、
フロアとの当接時に前端面が第２収納位置側への力を確実に受けてオットマンを確実に第
２収納位置側に回動させることができる。
【００３０】
　また、上記の発明において、前記シートクッションが左右一対のクッションサイドフレ
ーム（８５）を有し、前記オットマンは、前記クッションサイドフレームの前部よりも左
右方向の外側に配置された左右一対のオットマンサイドフレーム（１３１）を有する構成
とすることができる。
【００３１】
　この構成によれば、オットマンサイドフレームがクッションサイドフレームと左右方向
について重ならないため、オットマンが第２収納位置にある状態でのシートクッションと
オットマンとを合わせた厚さ寸法を小さくできる。
【００３２】
１４
　また、上記の発明において、前記クッションサイドフレームの左右方向内側にはスタン
ド脚（３７）が回動可能に設けられており、前記スタンド脚が前記シートクッションの底
面に沿う収納位置にあり、かつ前記オットマンが前記第２収納位置にあるときに、前記ク
ッションサイドフレーム、前記オットマンサイドフレームおよび前記スタンド脚が平面視
でそれぞれオーバーラップしない位置に設けられている構成とすることができる。
【００３３】
　この構成によれば、スタンド脚が収納位置にあり、オットマンが第２収納位置にある状
態でのシートクッションとオットマンとスタンド脚とを合わせた厚さ寸法を小さくできる
。
【発明の効果】
【００３４】
　以上の構成によれば、ダイブダウン動作が可能でかつシートクッションにオットマンが
設けられている乗物用シートにおいて、オットマンが展開位置にある状態でダイブダウン
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姿勢に変化させる操作を容易にすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】実施形態に係る車両用シートの斜視図
【図２】車両用シートのシートフレームの斜視図
【図３】車両用シートのシートフレームの右側面図
【図４】車両用シートのシートベースの平面図
【図５】車両用シートのシートフレームの平面図
【図６】車両用シートのシートフレームの背面図
【図７】車両用シートを前方下側から見た斜視図
【図８】スタンドベースの概略断面図
【図９】リクライニング機構の概略図
【図１０】チップアップ機構の概略図
【図１１】オットマンの分解斜視図
【図１２】オットマンの角度調整機構の概略図
【図１３】オットマンのディテント機構の概略図
【図１４】車両用シートの動作説明図
【図１５】車両用シートの動作説明図
【図１６】オットマンの斜視図
【図１７】スタンド脚およびオットマンが収納位置にあるときのシートフレームの要部平
面図
【図１８】ダイブダウン状態の車両用シートの側面図
【図１９】変形例に係るオットマンの斜視図
【図２０】変形例に係る車両用シートのオットマンのディテント機構の概略図
【図２１】変形例に係る車両用シートの動作説明図
【図２２】変形例に係る車両用シートのダイブダウン状態を示す側面図
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　以下、図面を参照して、本発明の一実施形態を説明する。以下の説明では、シートＳに
着座した人を基準にして左右を定める。また、各部位等について方向を説明する際には、
シートＳが着席状態にあるときを基準とする。左右一対設けられる構成については、共通
の番号を付し、左右を特定するときは構成の名称に左又は右の文字を付す。
【００３７】
　（全体構成）
　図１に示すように、車両用シートＳは、自動車の後部座席（２列目及び３列目を含む）
として使用され、シートクッションＳ１と、シートバックＳ２と、ヘッドレストＳ３と、
オットマン（レッグレスト）Ｓ４とを有する。
【００３８】
　図２に併せて示すように、シートクッションＳ１、シートバックＳ２、ヘッドレストＳ
３、オットマンＳ４には、シートフレームＦが内蔵されている。シートフレームＦは、シ
ートクッションＳ１のフレームを構成するクッションフレームＦ１と、シートバックＳ２
のフレームを構成するバックフレームＦ２と、ヘッドレストＳ３のフレームを構成するヘ
ッドレストフレームＦ３と、オットマンＳ４のフレームを構成するオットマンフレームＦ
４とを有している。
【００３９】
　クッションフレームＦ１の座面側、バックフレームＦ２の背もたれ面側、ヘッドレスト
フレームＦ３、及びオットマンフレームＦ４の支持面側には、それぞれシートクッション
パッドＰ１、シートバックパッドＰ２、ヘッドレストパッドＰ３、及びオットマンパッド
Ｐ４が取り付けられ、表皮ＳＫによって覆われている。各パッドＰは、ポリウレタンフォ
ーム等の弾力性を有するクッション材から形成されている。各表皮ＳＫは、合成皮革や布
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地等から形成されている。クッションフレームＦ１の底面側、バックフレームＦ２の背面
側及びオットマンフレームＦ４の裏面側には、樹脂材で形成されたカバーが取り付けられ
、それぞれの底面、背面及び裏面はこれらのカバー部材によって画成されていてもよい。
【００４０】
　バックフレームＦ２は、スライド機構２及びリクライニング機構３を介して自動車のフ
ロア４に取り付けられている。これにより、バックフレームＦ２は、フロア４に対してス
ライド可能、かつスライド機構２に対して回動（傾倒）可能になっている。クッションフ
レームＦ１は、チップアップ機構５を介してバックフレームＦ２に回動可能に取り付けら
れている。ヘッドレストフレームＦ３は、バックフレームＦ２にスライド移動可能に取り
付けられている。オットマンフレームＦ４は、クッションフレームＦ１にスライド移動可
能に取り付けられている。また、オットマンフレームＦ４は、角度調節機構６を有し、角
度調節可能になっている。
【００４１】
　図３に示すように、フロア４は、スライド機構２が設置される高位部１１と、高位部１
１の前側かつ下方に形成された低位部１２とを有する。低位部１２と高位部１１との間に
は低位部１２から立ち上がり高位部１１に至る壁部１３が形成され、高位部１１を基準に
すると、低位部１２はフロア４に凹部を形成するといえる。フロア４は、ニードルパンチ
製法で製造された不織布などからなる内装材により表面が覆われている。フロア４の低位
部１２は、或いは内装材の上に設置されたフロアマットにより表面が覆われている。
【００４２】
　図４～図７に示すように、スライド機構２は、１つのシートＳに対して左右一対に設け
られている。各スライド機構２は、ロアレール１５と、ロアレール１５に変位可能に取り
付けられたアッパレール１６と、ロアレール１５に対してアッパレール１６を固定するレ
ールロック部材１７とを有する。スライド機構２は、公知の様々な機構を適用することが
できる。各ロアレール１５は、フロア４の高位部１１（図３）に、左右方向に互いに距離
をおいて、それぞれ前後に延びるように配置されている。各ロアレール１５は、ボルト締
結等によってフロア４に接合されている。アッパレール１６は、ロアレール１５の長手方
向にスライド移動可能に係合している。
【００４３】
　各ロアレール１５には、長手方向に沿って複数のロック孔（不図示）が形成されている
。レールロック部材１７は、アッパレール１６に回動可能に取り付けられ、複数のロック
孔の少なくとも１つに係合可能となっている。レールロック部材１７は、任意のロック孔
と係合することによって、ロアレール１５に対するアッパレール１６及びスライド部材２
１の移動を規制する。レールロック部材１７は、付勢手段としてのばね（不図示）によっ
て、ロック孔と係合する側に付勢されている。そのため、通常時には、ばねに付勢された
レールロック部材１７がロック孔との係合を維持してスライド部材２１の移動が規制され
ている。乗員の操作に起因してレールロック部材１７がばねの付勢力に抗して回動すると
、レールロック部材１７とロック孔との係合が解除され、アッパレール１６の移動が可能
になる。
【００４４】
　左右のアッパレール１６には、それぞれスライド部材２１が接合されている。左右のス
ライド部材２１は、プレス加工された複数の金属板を溶接等によって接合したものである
。左右のスライド部材２１は、アッパレール１６上を前後に延びている。左右のスライド
部材２１は、前端同士がスライダ前メンバ２３によって結合され、後端同士がスライダ後
メンバ２４によって結合され、前後方向における中間部同士がスライダ中間メンバ２５に
よって結合されている。各メンバ２３、２４、２５は、金属のパイプから形成され、各ス
ライド部材２１と溶接やボルト締結等によって接合され、互いに平行に左右に延びている
。これにより、左右のスライド部材２１及び各メンバは枠形をなすシートベース２６を構
成している。シートベース２６及び左右のアッパレール１６は、一体となってロアレール
１５に対して前後に移動する。
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【００４５】
　左右のレールロック部材１７は、リンク機構２８（図５、図６）によって互いに連結さ
れている。リンク機構２８は、ロック状態と解除状態の間で変化することができ、通常時
にはレールロック部材１７を付勢するばねの付勢力を受け、ロック状態となっている。リ
ンク部材は、ロック状態において、ばねに付勢された左右のレールロック部材１７とロッ
ク孔との係合を許容する。乗員の操作に起因してリンク機構２８がロック状態から解除状
態になると、リンク機構２８はばねの付勢力に抗して左右のレールロック部材１７をロッ
ク孔から離脱した状態に維持する。後に詳述するが、リンク機構２８には、力伝達手段と
しての第１レール用ケーブル３１及び第２レール用ケーブル３２の一端が係止されている
。リンク機構２８は、第１レール用ケーブル３１及び第２レール用ケーブル３２の少なく
とも一方に引っ張られることによって、解除状態になる。
【００４６】
　図４、図６及び図８に示すように、スライダ前メンバ２３及びスライダ中間メンバ２５
には、スタンドベース３４が掛け渡されている。スタンドベース３４は、金属板をプレス
成形等することによって形成され、前端部においてスライダ前メンバ２３の左右方向にお
ける中央部に溶接され、後端部においてスライダ中間メンバ２５の左右方向における中央
部に溶接されている。スタンドベース３４の上部には、左右方向に延在し、スタンドベー
ス３４の左右両端に到達する支持溝３５が形成されている。支持溝３５は、上方かつ前側
に向けて開口している。支持溝３５は、後述するスタンド脚３７を支持する。
【００４７】
　スタンドベース３４には、係止爪４１が回動可能に取り付けられている。係止爪４１は
、支持溝３５の軸線（左右方向に延びる軸線）と平行な回転軸を中心として、図８に実線
で示す、支持溝３５の側部から支持溝３５内に突入する突入位置と、図８に想像線で示す
、支持溝３５の外部に退いた後退位置との間で回動する。スタンドベース３４と係止爪４
１との間には、付勢手段としての捩じりばね４２が介装され、係止爪４１は突入位置に付
勢されている。係止爪４１は、突入位置において、後述するスタンド脚３７の横部材９４
を係止し、横部材９４の支持溝３５からの離脱を阻止する。なお、係止爪４１の外側部分
、すなわち係止爪４１が突入位置にあるときに支持溝３５の開口端側を向く部分は、傾斜
面に形成されている。
【００４８】
　後に詳述するが、係止爪４１には、力伝達手段としての係止爪用ケーブル４３の一端が
係止されている。係止爪４１は、係止爪用ケーブル４３が引っ張られることによって、突
入位置から後退位置に回動する。
【００４９】
　図２、図５及び図６に示すように、バックフレームＦ２は、縦長の長方形の枠状に形成
されたパイプフレーム４５と、パイプフレーム４５の上下に延びる左右の側辺部の下部に
溶接等によって接合された左右のバックサイドフレーム４６とを有している。左右のバッ
クサイドフレーム４６は、金属板をプレス加工等することによって形成したものである。
左右のバックサイドフレーム４６は、パイプフレーム４５の左右側辺部の下部における外
側面を抱持するように湾曲する凹面を有し、パイプフレーム４５の左右の側辺部に溶接等
によって接合されている。左右のバックサイドフレーム４６の下部は、左右側辺部の下端
よりも下方に延出している。また、左右のバックサイドフレーム４６は、一部がパイプフ
レーム４５の下辺部に延び、溶接等によって接合されている。また、左右のバックサイド
フレーム４６とパイプフレーム４５の下辺部との間には溶接等によって接合された補強板
４７が掛け渡され、バックフレームＦ２の補強がなされている。補強板４７は、上部がバ
ックサイドフレーム４６及びパイプフレーム４５と協働して中空状の立体構造を形成する
と共に、下部がバックサイドフレーム４６に沿って下方に延びている。
【００５０】
　左右のバックサイドフレーム４６の下部は、左右方向を向く側面を有している。左バッ
クサイドフレーム４６の下部の左側面は、左スライド部材２１の右側面と対向し、回動可



(9) JP 6708938 B2 2020.6.10

10

20

30

40

50

能に連結されている。図５及び図７に示すように、右バックサイドフレーム４６の下部の
左側面は、右スライド部材２１に取り付けられたリクライニング機構３の右側面と対向し
、リクライニング機構３を介して右スライド部材２１に回動可能に連結されている。左右
のバックサイドフレーム４６の回動軸は、互いに同軸に配置されている。
【００５１】
　リクライニング機構３は、右スライド部材２１に対する右バックサイドフレーム４６の
回動（傾倒）角度を任意の位置に維持することができる。また、リクライニング機構３は
、解除レバー５１を有し、解除レバー５１が操作されたときに右スライド部材２１に対す
る右バックサイドフレーム４６の回動角度を変更可能にする。このようなリクライニング
機構３は、公知の様々な機構を適用することができる。
【００５２】
　本実施形態に係る一例としてのリクライニング機構３は、図９に示すように、右スライ
ド部材２１に接合されたロアプレート５２と、右サイドフレームの下部に接合され、ロア
プレート５２に対向配置され、ロアプレート５２に対して回転可能なアッパプレート５３
と、ロアプレート５２及びアッパプレート５３の回転中心を貫通する連結軸５４と、アッ
パプレート５３とロアプレート５２との間に形成される内部空間に配置され、連結軸５４
と一体に回転するカムプレート５５と、内部空間に配置された複数のロック部材５６と、
カムプレート５５を一方の回転方向に付勢する付勢手段としての捩じりばね５７とを有し
ている。ロック部材５６は、ロアプレート５２に形成されたガイド溝５８に係合し、ロア
プレート５２の径方向に移動可能に配置されている。ロック部材５６は、径方向内方部分
にカム部を有し、径方向外方部分に外歯５９を有し、径方向外方に移動したときにアッパ
プレート５３の内部空間を形成する内周面に周方向にわたって形成された内歯６１と係合
する。カムプレート５５は、ロック部材５６と係合し、一方の回転方向に回転するときに
ロック部材５６を径方向外方に移動させ、他方の回転方向に回転するときにロック部材５
６を径方向内方に移動させる。連結軸５４の一端は、アッパプレート５３及び右バックサ
イドフレーム４６を貫通し、その端部に径方向に延びる解除レバー５１（図３、図７）が
接合されている。
【００５３】
　リクライニング機構３は、通常時には捩じりばね５７によってカムプレート５５が一方
の回転方向に付勢され、ロック部材５６が径方向外方に移動し、ロック部材５６の外歯５
９がアッパプレート５３の内歯６１に係合する。これにより、ロック部材５６を介してロ
アプレート５２及びアッパプレート５３の相対回転が禁止される。すなわち、リクライニ
ング機構３は、捩じりばね５７の付勢力によってロアプレート５２に対するアッパプレー
ト５３の回動が禁止されるロック状態となっている。乗員の操作に起因して解除レバー５
１が解除方向に回動し、連結軸５４及びカムプレート５５が捩じりばね５７の付勢力に抗
して他方の回転方向に回転すると、ロック部材５６が径方向内方に移動し、ロック部材５
６の外歯５９とアッパプレート５３の内歯６１との係合が解除される。これにより、ロア
プレート５２及びアッパプレート５３の相対回転が可能になる。解除レバー５１には、力
伝達手段としてのリクライニング用ケーブル６３（図３、図７）の一端が係止されている
。解除レバー５１は、リクライニング用ケーブル６３が引っ張られることによって、解除
方向に回動する。
【００５４】
　図２、図３及び図５に示すように、パイプフレーム４５の右側辺部の上端部には、ハン
ドルユニット６５を支持するブラケット６６が溶接等によって接合されている。ハンドル
ユニット６５は、上方かつ後方に開口したケース６７と、ケース６７内に回動可能に取り
付けられたハンドル６８とを有する。図１、図２に示すように、シートバックパッドＰ２
及びその外面の表皮ＳＫは、ハンドルユニット６５に対応した部分が切り欠かれている。
これにより、ハンドル６８は、シートバックＳ２の上端右部に露出し、乗員が操作可能に
なっている。
【００５５】
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　ハンドル６８には、一端が係止爪４１（図８）に係止された係止爪用ケーブル４３の他
端と、一端が解除レバー５１（図３）に係止されたリクライニング用ケーブル６３の他端
とが連結されている。係止爪用ケーブル４３及びリクライニング用ケーブル６３は、筒状
のアウタチューブによって摺動可能に抱持されている。係止爪用ケーブル４３を抱持する
係止爪用アウタチューブ７１は、詳細な配置図は省略するが主に図５を参照して説明する
と、一端がスタンドベース３４に固定され、右スライド部材２１側に延び、右バックサイ
ドフレーム４６及びパイプフレーム４５の右側辺部に沿って上方に延び、他端がブラケッ
ト６６に固定されている。リクライニング用ケーブル６３を抱持するリクライニング用ア
ウタチューブ７２は、図３に示すように、一端が右バックサイドフレーム４６の右側面に
固定され、右バックサイドフレーム４６及びパイプフレーム４５の右側辺部に沿って上方
に延び、他端がブラケット６６に固定されている。係止爪用アウタチューブ７１及びリク
ライニング用アウタチューブ７２はバンド等によってパイプフレーム４５の右側辺部に結
束されている。
【００５６】
　乗員がハンドル６８を引き、ハンドル６８を一方の回動方向に回動させると、係止爪用
ケーブル４３がハンドル６８側に引かれ、係止爪４１（図８）が突入位置から後退位置に
回動し、係止爪４１によるスタンド脚３７のロックが解除される。同時に、リクライニン
グ用ケーブル６３がハンドル６８側に引かれ、解除レバー５１（図３）が解除方向に回動
し、リクライニング機構３のロックが解除される。
【００５７】
　図２及び図３に示すように、パイプフレーム４５の左側辺部には、アームレスト７５を
支持するアームレストブラケット７６が溶接等によって接合されている。アームレストブ
ラケット７６は、パイプフレーム４５の左側辺部から前方に突出している。アームレスト
ブラケット７６には、アームレスト７５が所定の範囲で回動可能に取り付けられている。
【００５８】
　図２及び図５に示すように、パイプフレーム４５の上辺部には、ヘッドレストＳ３を支
持するための一対のヘッドレスト保持部７８が接合されている。ヘッドレスト保持部７８
は、筒状をなし、内部に樹脂製の筒形部材であるサポート７９が挿入されている。ヘッド
レストＳ３は、ヘッドレストフレームＦ３の一部である一対のヘッドレストピラー８０が
サポート７９を介してヘッドレスト保持部７８に挿入されることによって、パイプフレー
ム４５の上辺部に取り付けられる。
【００５９】
　パイプフレーム４５の適所には、金属棒によって形成された複数の補助フレーム８２が
溶接されている。補助フレーム８２は、左右の側辺部間に掛け渡されたもの、左側辺部か
ら左方に張り出すように配設されたもの、右側辺部から右方に張り出すように配設された
もの等を含む。補助フレーム８２は、パイプフレーム４５の隙間を補い、シートバックパ
ッドＰ２を支持する。
【００６０】
　図２及び図５に示すように、クッションフレームＦ１は、前後に延びる左右一対のクッ
ションサイドフレーム８５と、左右のクッションサイドフレーム８５の前端間を連結する
クッション前メンバ８６と、左右のクッションサイドフレーム８５の後部間を連結するク
ッション後メンバ８７とを有している。左右のクッションサイドフレーム８５は、金属板
をプレス加工等することによって形成されたものであり、主面が左右を向き、縁部が左右
外方に突出するように曲げ起こされている。左右のクッションサイドフレーム８５の後端
部は、前後に延びる前部に対して屈曲し、後方かつ上方に傾斜して延びている。クッショ
ン後メンバ８７は、左右のクッションサイドフレーム８５の屈曲部に設けられている。
【００６１】
　左クッションサイドフレーム８５の後端部は、その右側面が左バックサイドフレーム４
６の左側面の上部に対向するように配置され、左バックサイドフレーム４６に回動可能に
取り付けられている。
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【００６２】
　図６に示すように、右バックサイドフレーム４６の上部には、右方に突出し、突出端が
平面状をなす締結座８８が形成されている。締結座８８には、支持プレート８９がボルト
締結等によって接合されている。右バックサイドフレーム４６における締結座８８の下方
には、支持プレート８９との間に隙間を形成する凹部９０が形成されている。支持プレー
ト８９は、主面が左右を向き、上下に延びる金属のプレートであり、上端部が締結座８８
に接合されている。支持プレート８９の下部は、右バックサイドフレーム４６の右側面と
の間に距離をおいて配置されている。右クッションサイドフレーム８５の後端部は、右バ
ックサイドフレーム４６と支持プレート８９との間に配置され、支持プレート８９に回動
可能に取り付けられている。左右のクッションフレームの回動軸は、それぞれ左右に延び
、互いに同軸に配置されている。
【００６３】
　図２及び図５に戻り、クッション前メンバ８６及びクッション後メンバ８７には、前後
に延びるセンター支持部材９１が掛け渡されている。センターメンバは、クッションフレ
ームＦ１の中央部において、シートクッションパッドＰ１及び乗員の臀部を下方から支持
する部材であり、弾性を有することが好ましい。本実施形態では、センター支持部材９１
は、金属板をプレス成形等にすることによって形成されたプレート（センタープレート）
であり、主面が上下を向き、前端部においてクッション前メンバ８６の左右方向における
中央部に溶接され、後端部においてクッション後メンバ８７の左右方向における中央部に
溶接されている。センター支持部材９１の左右方向における幅は、クッション前メンバ８
６の１／３程度である。センター支持部材９１には、補強ビードや軽量化のための肉抜き
が適所に設けられている。他の実施形態では、センター支持部材９１は、例えばワイヤー
スプリング等の弾性部材から構成されてもよい。また、センター支持部材９１は、幅方向
に複数設けられてもよい。
【００６４】
　図７に併せて示すように、左右のクッションサイドフレーム８５には、スタンド脚３７
が回動可能に取り付けられている。スタンド脚３７は、一端部において左右のクッション
サイドフレーム８５に回動可能に取り付けられ、他端部に延びる左右一対のアーム９３と
、左右のアーム９３の他端部同士を連結する横部材９４とを有し、外形が略Ｕ字形に形成
されている。左右のアーム９３の大部分及び横部材９４は、金属のパイプを略Ｕ字状に折
り曲げることによって形成されている。左右のアーム９３の一端部は、パイプに溶接され
たブラケットによって形成され、ブラケットが左右のクッションサイドフレーム８５に回
動可能に取り付けられている。スタンド脚３７は、左右側から見て（図３）、横部材９４
がセンター支持部材９１の下面に近接し、アーム９３がクッションサイドフレーム８５に
沿う、想像線で示す収納位置と、アーム９３がクッションサイドフレーム８５から下方に
突出した、実線で示す使用位置との間で回動可能になっている。スタンド脚３７は、使用
位置及び収納位置のいずれの状態においても、シートクッションＳ１の底面を形成するカ
バーの外側に配置されている。
【００６５】
　スタンド脚３７が使用位置にあるとき、図８に示すように、スタンド脚３７はスタンド
ベース３４の支持溝３５に突入可能になる。スタンド脚３７が支持溝３５に係止されるこ
とによって、シートクッションＳ１はスタンド脚３７に下方から支持され、座面（上面）
が略水平に延在した着座位置に配置される。また、スタンド脚３７は、支持溝３５に係止
されることによって、使用位置から収納位置への回動が規制される。すなわち、スタンド
脚３７が支持溝３５に係止されることによって、シートクッションＳ１のシートバックＳ
２に対する回動位置が定まる。
【００６６】
　スタンド脚３７の横部材９４を支持溝３５に挿入するときには、横部材９４で係止爪４
１の傾斜面を押し、捩じりばね４２の付勢力に抗して係止爪４１を突入位置から後退位置
に回動させる。横部材９４が支持溝３５に挿入されると、係止爪４１は捩じりばね４２の
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付勢力によって突入位置に回動する。係止爪４１は、突入位置において横部材９４を係止
し、横部材９４の支持溝３５からの離脱を阻止する。パイプ部を支持溝３５から離脱させ
たいときは、乗員はハンドル６８（図１）を操作し、係止爪用ケーブル４３を介して係止
爪４１を後退位置に位置させる。
【００６７】
　図３、図５及び図６に示すように、右クッションサイドフレーム８５と支持プレート８
９との間には、チップアップ機構５が介装されている。チップアップ機構５は、シートク
ッションＳ１が着座位置よりも上方側に回動した所定の位置で、右クッションサイドフレ
ーム８５を支持プレート８９に対して固定し、シートクッションＳ１のシートバックＳ２
に対する回動位置を固定する装置である。このようなチップアップ機構５は、公知の様々
な機構を適用することができる。
【００６８】
　本実施形態に係る一例としてのチップアップ機構５は、図１０に示すように、支持プレ
ート８９の下端部の縁部に形成された切欠からなる係合凹部１０１と、右クッションサイ
ドフレーム８５の右側面に回動可能に取り付けられ、係合凹部１０１に係合する想像線で
示す係合位置と係合凹部１０１から離脱した実線で示す解除位置との間で変位可能なロッ
ク部材１０２と、ロック部材１０２と右クッションサイドフレーム８５との間に設けられ
、ロック部材１０２を係合位置に付勢する付勢手段としてのラバー（不図示）と、右クッ
ションサイドフレーム８５の右側面に回動可能に取り付けられ、ロック部材１０２に係合
してロック部材１０２を解除位置に位置させる実線で示す第１位置と、ロック部材１０２
との係合を解除する想像線で示す第２位置との間で回動するカム部材１０３と、カム部材
１０３と右クッションサイドフレーム８５の右側面との間に設けられ、カム部材１０３を
第２位置に付勢する付勢手段としての引張りコイルばね１０４とを有している。
【００６９】
　係合凹部１０１は、少なくとも１つ以上設けられている。係合凹部１０１の１つは、シ
ートクッションＳ１が回動可能範囲において上方に回動した限界位置（チップアップ位置
という）に位置するとき、すなわちシートクッションＳ１の座面（上面）がシートバック
Ｓ２の支持面（前面）と最も接近したときに、ロック部材１０２が係合可能になる位置に
形成されている。シートクッションＳ１がチップアップ位置に位置するとき、右クッショ
ンサイドフレーム８５の前部が、パイプフレーム４５の右側辺部と略平行になる。他の係
合凹部１０１は、シートクッションＳ１の着座位置とチップアップ位置との間の任意の角
度において、ロック部材１０２が係合可能になる位置に形成されていてよい。これにより
、チップアップ機構５は、右クッションサイドフレーム８５を支持プレート８９に対して
上方に回動させると、所定の回転位置で引張りコイルばね１０４に付勢されたロック部材
１０２が係合凹部１０１に係合し、右クッションサイドフレーム８５を所定の角度に維持
する。
【００７０】
　なお、係合凹部１０１は、支持プレート８９に対して右クッションサイドフレーム８５
が下方に回動するときにロック部材１０２との係合を維持し、支持プレート８９に対する
右クッションサイドフレーム８５の回動を阻止するが、支持プレート８９に対して右クッ
ションサイドフレーム８５が上方に回動するときにはロック部材１０２の離脱を許容し、
支持プレート８９に対する右クッションサイドフレーム８５の回動を許容するように構成
してもよい。この構成によれば、ロック部材１０２がある係合凹部１０１に係合した後も
、右クッションサイドフレーム８５の上方への回動が可能となり、右クッションサイドフ
レーム８５をさらに上方に回動させると、ロック部材１０２は次の係合凹部１０１に係合
し、カム部材１０３が想像線で示す第２位置にあっても右クッションサイドフレーム８５
を所望の角度まで跳ね上げることができる。
【００７１】
　乗員の操作に起因してカム部材１０３が引張りコイルばね１０４の付勢力に抗して実線
で示す第１位置に回動すると、ロック部材１０２は解除位置に移動し、係合凹部１０１と



(13) JP 6708938 B2 2020.6.10

10

20

30

40

50

係合できなくなる。カム部材１０３には、力伝達手段としての第１チップアップ用ケーブ
ル１０６及び第２チップアップ用ケーブル１０７の一端が接続されている。第１チップア
ップ用ケーブル１０６は筒状の第１チップアップ用アウタチューブ１０８によって摺動可
能に抱持され、第２チップアップ用ケーブル１０７は筒状の第２チップアップ用アウタチ
ューブ１０９によって摺動可能に抱持されている。
【００７２】
　第１チップアップ用アウタチューブ１０８は、その一端が右クッションサイドフレーム
８５の右側面に、開口がカム部材１０３側を向くように取り付けられている。第１チップ
アップ用アウタチューブ１０８は、図３及び図５に示すように、一端から右クッションサ
イドフレーム８５の右側面に沿って前方に延び、右クッションサイドフレーム８５の前端
下部をくぐって右クッションサイドフレーム８５の左側に延びている。右クッションサイ
ドフレーム８５の前端の下部にはブラケット１１１が接合されており、第１チップアップ
用アウタチューブ１０８の他端は、開口が後方を向くようにブラケット１１１に固定され
ている。第１チップアップ用ケーブル１０６の他端は、スタンド脚３７の右アーム９３の
端部に固定されている。図１０に示すように、スタンド脚３７が想像線で示す収納位置に
位置するときに、第１チップアップ用ケーブル１０６の他端（右アーム９３の端部）が第
１チップアップ用アウタチューブ１０８の他端に接近して第１チップアップ用ケーブル１
０６が弛み、実線で示す使用位置に位置するときに第１チップアップ用ケーブル１０６の
他端（右アーム９３の端部）が第１チップアップ用アウタチューブ１０８の他端から離れ
て第１チップアップ用ケーブル１０６が引っ張られる。すなわち、スタンド脚３７が使用
位置に位置するとき、カム部材１０３は第１チップアップ用ケーブル１０６によって引っ
張られて図１０に実線で示す第１位置に位置し、ロック部材１０２は同じく実線で示す解
除位置に位置する。
【００７３】
　第２チップアップ用アウタチューブ１０９は、その一端が右クッションサイドフレーム
８５の右側面に、開口がカム部材１０３側を向くように取り付けられている。第２チップ
アップ用アウタチューブ１０９は、図３及び図５に示すように、一端から右クッションサ
イドフレーム８５の前後方向における中間部下部をくぐって右クッションサイドフレーム
８５の左側に延び、その後、右クッションサイドフレーム８５の左側面に沿い、右クッシ
ョンサイドフレーム８５の回動軸近傍に延びる。その後、第２チップアップ用アウタチュ
ーブ１０９は、図３及び図６に示すように、右クッションサイドフレーム８５の回動軸近
傍から右バックサイドフレーム４６の後を回りこんで、右バックサイドフレーム４６の左
側に配置された補強板４７に沿って右バックサイドフレーム４６の回動軸近傍に延びてい
る。第２チップアップ用アウタチューブ１０９の他端は、補強板４７の左側面から内方に
向けて突出するように補強板４７と一体形成された突出部１１２（図６）に下方を向くよ
うに固定されている。第２チップアップ用ケーブル１０７は、右スライド部材２１に取り
付けられたロアプレート５２（図９）の左側面に係止されている。なお、突出部１１２は
、第２チップアップ用アウタチューブ１０９の他端を固定する固定部として機能するとと
もに、左右方向について右スライド部材２１とオーバーラップする位置まで突出形成され
ており、右バックサイドフレーム４６が後方に回動するときに右スライド部材２１に当接
することで、右バックサイドフレーム４６の後方へのさらなる回動を規制するストッパと
して機能する。
【００７４】
　第２チップアップ用ケーブル１０７の他端と第２チップアップ用アウタチューブ１０９
の他端との位置は、シートバックＳ２がフロア４に対して起立した状態から前傾するにつ
れて、第２チップアップ用ケーブル１０７の他端が第２チップアップ用アウタチューブ１
０９の他端から離れるように設定されている。これにより、シートバックＳ２が前傾する
ほど第２チップアップ用ケーブル１０７は他端側に引っ張られ、シートバックＳ２の前傾
が所定の角度以上になると、カム部材１０３（図１０）は第２チップアップ用ケーブル１
０７によって引っ張られて図１０に実線で示す第１位置に位置し、ロック部材１０２は同
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じく実線で示す解除位置に位置する。すなわち、第１チップアップ用ケーブル１０６及び
第１チップアップ用アウタチューブ１０８、並びに、第２チップアップ用ケーブル１０７
及び第２チップアップ用アウタチューブ１０９は、それぞれチップアップ機構５のロック
を解除するチップアップロックキャンセル機構１１３を構成する。
【００７５】
　第１チップアップ用ケーブル１０６及び第２チップアップ用ケーブル１０７の２つがカ
ム部材１０３に接続しているため、カム部材１０３は第１チップアップ用ケーブル１０６
及び第２チップアップ用ケーブル１０７の少なくとも一方が他端側に引っ張られた状態で
第１位置に位置し、ロック部材１０２は解除位置に位置する。換言すると、第１チップア
ップ用ケーブル１０６及び第２チップアップ用ケーブル１０７が共に弛んだ状態、すなわ
ちシートバックＳ２の前傾角度が所定値以下（すなわち、起立した状態）であり、かつス
タンド脚３７が収納位置に位置するときに、カム部材１０３は図１０に想像線で示す第２
位置にあり、ロック部材１０２は係合凹部１０１に係合可能になる。
【００７６】
　次に、第１レール用ケーブル３１及び第２レール用ケーブル３２の配置について説明す
る。図５に示すように、第１レール用ケーブル３１は筒状の第１レール用アウタチューブ
１１４によって摺動可能に抱持され、第２レール用ケーブル３２は筒状の第２レール用ア
ウタチューブ１１５によって摺動可能に抱持されている。第１レール用アウタチューブ１
１４及び第２レール用アウタチューブ１１５の一端は、リンク機構２８の不動部に係止さ
れ、第１レール用ケーブル３１及び第２レール用ケーブル３２の一端はリンク機構２８の
可動部に係止されている。なお、他の例では、第１レール用アウタチューブ１１４及び第
２レール用アウタチューブ１１５の一端は、スライダ中間メンバ２５やスライダ後メンバ
２４に係止されていてもよい。
【００７７】
　第１レール用アウタチューブ１１４は、一端から右バックサイドフレーム４６の左側面
に延び、その後、図６に示すように、右バックサイドフレーム４６の左側面に沿って上方
に、右クッションサイドフレーム８５の回動軸近傍まで延びている。そして、第１レール
用アウタチューブ１１４は、右バックサイドフレーム４６の後を回り込んで右バックサイ
ドフレーム４６の右側面に達し、右クッションサイドフレーム８５の回動軸近傍から右ク
ッションサイドフレーム８５の左側面に延びている。その後、第１レール用アウタチュー
ブ１１４は、図５に示すように、右クッションサイドフレーム８５の左側面に沿って前方
にクッション後メンバ８７まで延び、センター支持部材９１の下方を通過して左斜め前に
延び、左クッションサイドフレーム８５の前端下部に接合されたブラケット１１７まで延
びている。第１レール用アウタチューブ１１４の他端は、開口が前方を向くようにブラケ
ット１１７に係止されている。第１レール用ケーブル３１の他端は、第１レール用アウタ
チューブ１１４の他端から前方に突出し、第１把持部材１１８が取り付けられている。第
１レール用ケーブル３１、第１レール用アウタチューブ１１４、及び第１把持部材１１８
は、スライド機構２のロック解除を行う操作部材を構成する。
【００７８】
　第２レール用アウタチューブ１１５は、一端からループを形成しつつ、後方に延び、ス
ライダ後メンバ２４に接合されたブラケット１２１まで延びている。第２レール用アウタ
チューブ１１５の他端は、開口が後方を向くようにブラケット１２１に係止されている。
第２レール用ケーブル３２の他端は、第２レール用アウタチューブ１１５の他端から後方
に突出し、第２把持部材１２２が取り付けられている。第２レール用ケーブル３２、第２
レール用アウタチューブ１１５、及び第２把持部材１２２は、スライド機構２のロック解
除を行う操作部材を構成する。
【００７９】
　第１把持部材１１８及び第２把持部材１２２は、織布やひも、ロープ等を含むストラッ
プであり、可撓性を有する。本実施形態では、第１把持部材１１８及び第２把持部材１２
２は、帯状のバンドを折り返してループ状に形成している。図１及び図７に示すように、
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シートクッションパッドＰ１（図２）の前部には、第１把持部材１１８が前後に貫通する
通路（不図示）が形成され、シートクッションパッドＰ１の前端面１２５の表皮ＳＫには
第１把持部材１１８が貫通する孔を画定するグロメット１２７が取り付けられている。こ
れにより、第１把持部材１１８の先端部は、グロメット１２７を通過してシートクッショ
ンＳ１の前端面から突出している。
【００８０】
　乗員は、第１把持部材１１８を把持し、シートクッションＳ１から引き出す方法に引っ
張ることによって第１レール用ケーブル３１を引っ張ることができる。また、乗員は、第
２把持部材１２２を把持し、後方に引っ張ることによって第２レール用ケーブル３２を引
っ張ることができる。第１レール用ケーブル３１及び第２レール用ケーブル３２の少なく
とも一方が引っ張られることによって、リンク機構２８はロック状態から解除状態となり
、左右のレールロック部材１７が各ロック孔から離脱し、ロアレール１５に対してアッパ
レール１６が移動可能になる。すなわち、アッパレール１６に取り付けられたシートＳが
フロア４に対して前後に移動可能になる。
【００８１】
　図２、図５及び図１１に示すように、オットマンフレームＦ４は、左右に延びるベース
メンバ１３０と、ベースメンバ１３０の左端及び右端に基端部がそれぞれ回動可能に取り
付けられ、基端部から先端部に延びる左右一対のオットマンサイドフレーム１３１と、左
右に延び、左右のオットマンサイドフレーム１３１の先端部同士を連結するオットマン前
メンバ１３２とを有し、長方形の枠形に形成されている。ベースメンバ１３０とオットマ
ン前メンバ１３２との間には、左右のオットマンサイドフレーム１３１を連結する複数の
オットマン補助メンバ１３４が掛け渡されている。ベースメンバ１３０及びオットマン前
メンバ１３２は、金属のパイプから形成されている。左右のオットマンサイドフレーム１
３１は、金属板をプレス成形等することによって形成され、それぞれ主面が左右を向き、
その縁部は、左右方向における内側に折り曲げられている。ベースメンバ１３０には、左
右に間隔をおいて左右一対のオットマンピラー１３５が設けられている。左右のオットマ
ンピラー１３５は、中実の金属棒から形成され、左右方向に互いに距離をおき、互いに平
行に延びている。
【００８２】
　ベースメンバ１３０には、筒状のベースメンバパッド１３８（図１）が被せられる。ベ
ースメンバパッド１３８の外面は表皮ＳＫによって覆われている。オットマンパッドＰ４
（図２）は、外形が略長方形をなし、左右のオットマンサイドフレーム１３１の基端部を
除く先端側、オットマン前メンバ１３２、オットマン補助メンバ１３４を覆うように取り
付けられ、外形が長方形に形成されている。オットマンＳ４の表皮ＳＫは、オットマンパ
ッドＰ４、左右のオットマンサイドフレーム１３１の基端部を除く先端側、オットマン前
メンバ１３２、オットマン補助メンバ１３４を覆うように設けられている。オットマンパ
ッドＰ４及び表皮ＳＫから突出した左右のオットマンサイドフレーム１３１の基端部には
、樹脂等で形成されたカバー１３９（図１）によって覆われ、左右のオットマンサイドフ
レーム１３１とベースメンバ１３０との接続部が隠蔽されている。
【００８３】
　図１１に示すように、クッション前メンバ８６には、一対のオットマンピラー１３５を
支持する左右一対のピラー支持部１４１が設けられている。ピラー支持部１４１は、断面
四角形の両端が開口した筒形に形成されている。ピラー支持部１４１は、クッション前メ
ンバ８６において、左クッションサイドフレーム８５とセンター支持部材９１の左縁との
間に対応する部分と、右クッションサイドフレーム８５とセンター支持部材９１の右縁と
の間に対応する部分とに設けられている。ピラー支持部１４１は、クッション前メンバ８
６の下方を軸線が前後に延びるように配置され、クッション前メンバ８６の下部に形成さ
れた前後に延びる凹部１４３にその上部が突入し、凹部１４３において溶接等によって接
合されている。各ピラー支持部１４１には、樹脂製の筒形部材であるサポート１４２が挿
入されている。左右のオットマンピラー１３５は、ピラー支持部１４１に取り付けられた
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サポート１４２の内孔に挿入される。これにより、オットマンフレームＦ４は、クッショ
ンフレームＦ１に取り付けられる。
【００８４】
　２つのオットマンピラー１３５の少なくとも一方の側面には、長手方向に間隔をおいて
複数の係止溝１４６が形成されている。本実施形態では、右オットマンピラー１３５に係
止溝１４６が形成されている。図１に示すように、サポート１４２の前端部は、シートク
ッションＳ１の表皮ＳＫの外面に配置されている。図１１に戻り、サポート１４２の前端
部には、係止部材１４７が変位可能に受容されている。係止部材１４７は、サポート１４
２の内孔内に突入する突入位置と、内孔から離脱した後退位置との間で変位可能であり、
図示しない付勢部材によって突入位置に付勢されている。係止部材１４７の一端部はサポ
ート１４２の前端部の側部から外方に突出し、乗員が操作可能な操作部１４８を構成する
。乗員は、操作部１４８をサポート１４２に対して押し込むことによって、係止部材１４
７を突入位置から後退位置に変位させることができる。係止部材１４７は、オットマンピ
ラー１３５の係止溝１４６を係止することによって、サポート１４２に対するオットマン
ピラー１３５の位置を維持する。
【００８５】
　ベースメンバ１３０に対して左右のオットマンサイドフレーム１３１は、収納位置（図
１４（Ａ１）参照）と最展開位置（図１５（Ｄ３）の想像線参照）との間で回動可能にな
っている。収納位置と最展開位置との間には、仮収納位置（図１５（Ｄ１）参照）が設定
されている。収納位置ではオットマンＳ４の大部分がシートクッションＳ１の下方に配置
され、オットマンＳ４の裏面がシートクッションＳ１の下面と対向する。仮収納位置では
オットマンＳ４がベースメンバ１３０から略鉛直に垂下した状態で保持される。最展開位
置ではオットマンＳ４がシートクッションＳ１に対して前方に突出し、オットマンＳ４の
支持面がシートクッションＳ１の上面と概ね同じ方向を向く。
【００８６】
　ベースメンバ１３０の右端部と右オットマンサイドフレーム１３１との間には、角度調
節機構６（図５）及びディテント機構１６５（図５）が介装されている。角度調節機構６
は、オットマンＳ４を左方から見て、右オットマンサイドフレーム１３１のベースメンバ
１３０に対する時計回りの回転（最展開位置側への回転）を許容すると共に、仮収納位置
と最展開位置との間の角度範囲において右オットマンサイドフレーム１３１のベースメン
バ１３０に対する反時計回りの回転（収納位置側への回転）を禁止する。また、角度調節
機構６は、オットマンサイドフレーム１３１のベースメンバ１３０に対する回転が最展開
位置に到達した後は、収納位置に到達するまで、右オットマンサイドフレーム１３１のベ
ースメンバ１３０に対する時計回りの回転を許容する。このような角度調節機構６は、公
知の様々な機構を適用することができる。
【００８７】
　本実施形態に係る一例としての角度調節機構６は、図１２に示すように、ベースメンバ
１３０の外周部に一体に固定されたラチェット歯１５１と、右オットマンサイドフレーム
１３１の左側面に回動可能に取り付けられ、前記ラチェット歯１５１に係合可能な爪体１
５２と、爪体１５２と右オットマンサイドフレーム１３１の左側面との間に設けられ、爪
体１５２をラチェット歯１５１側に付勢する捩じりばね１５３と、ベースメンバ１３０に
同軸に回転可能に取り付けられたカム体１５４と、ベースメンバ１３０に設けられた突起
１５５とを有する。また、ベースメンバ１３０と右オットマンサイドフレーム１３１との
間には、右オットマンサイドフレーム１３１を常時収納位置側に付勢する捩じりコイルば
ね１５６が設けられている。爪体１５２がラチェット歯１５１と係合することよって、ベ
ースメンバ１３０に対する右オットマンサイドフレーム１３１の収納位置側への回転が阻
止される。なお、ベースメンバ１３０に対して右オットマンサイドフレーム１３１が最展
開位置側に回転するときには、爪体１５２は係合したラチェット歯１５１から離脱するこ
とができ、隣のラチェット歯１５１に係合することができる。
【００８８】
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　カム体１５４は、ラチェット歯１５１の突出端よりもベースメンバ１３０の径方向外方
に突出した大径部１５７と、ラチェット歯１５１の歯底円よりもベースメンバ１３０の径
方向内方に窪んだ小径部１５８とを有する。爪体１５２は、カム体１５４の小径部１５８
が対向するときにラチェット歯１５１との係合が可能になり、カム体１５４の大径部１５
７が対向するときに大径部１５７と当接してラチェット歯１５１と係合できなくなる。爪
体１５２は、カム体１５４の小径部１５８と対向するとき、小径部１５８と大径部１５７
との境界部に当接し、ベースメンバ１３０に対する右オットマンサイドフレーム１３１の
最展開位置側への回転に応じてカム体１５４を回転させる。ベースメンバ１３０に対する
右オットマンサイドフレーム１３１の最展開位置側への回転が進み、最展開位置近傍の所
定角度になると、突起１５５がカム体１５４の第１ストッパ面１６１に係合することによ
ってカム体１５４のベースメンバ１３０に対する回転が規制される。これにより、爪体１
５２がカム体１５４に対して相対回転し、大径部１５７の外周上に乗り上げる。この状態
では、爪体１５２はラチェット歯１５１に係合できなくなり、ベースメンバ１３０に対す
る右オットマンサイドフレーム１３１の収納位置側の回動が可能になる。
【００８９】
　爪体１５２が大径部１５７の外周上に乗り上げ、ベースメンバ１３０に対して右オット
マンサイドフレーム１３１が収納位置側に回動する間、カム体１５４は爪体１５２から摩
擦力を受けて、爪体１５２及び右オットマンサイドフレーム１３１と共にベースメンバ１
３０に対して回転する。ベースメンバ１３０に対する右オットマンサイドフレーム１３１
の収納位置側への回転が進み、爪体１５２がラチェット歯１５１と対向する範囲を越える
と、突起１５５がカム体１５４の第２ストッパ面１６２に係合することによってカム体１
５４のベースメンバ１３０に対する回転が規制される。これにより、爪体１５２がカム体
１５４に対して相対回転し、爪体１５２が大径部１５７の外周上から小径部１５８に対向
する位置に移動する。この状態では、爪体１５２は再びラチェット歯１５１に係合できる
ようになり、ベースメンバ１３０に対して右オットマンサイドフレーム１３１が最展開位
置側に回動すると、爪体１５２がラチェット歯１５１に係合する。
【００９０】
　ディテント機構１６５は、所定の回動位置に節度感をもってオットマンＳ４を保持する
、すなわちその前後の回動位置に比べて大きな保持力を持ってオットマンＳ４をハーフロ
ックする。ディテント機構１６５は、仮収納位置及び収納位置の２箇所でオットマンＳ４
を保持するように構成されている。このようなディテント機構１６５は、公知の様々な機
構を適用することができる。本実施形態では、図１３に示すように、ベースメンバ１３０
の外周面に凹部１６６を形成し、オットマンサイドフレーム１３１に摺動可能かつ凹部１
６６に係合可能にハーフロック部材１６７を設け、付勢手段１６８によってハーフロック
部材１６７をベースメンバ１３０側に付勢する。凹部１６６およびハーフロック部材１６
７の係合面は曲面または傾斜面に形成される。このディテント機構１６５は、オットマン
Ｓ４が仮収納位置及び収納位置にあるときには、ハーフロック部材１６７及び凹部１６６
が互いに係合し、ベースメンバ１３０及びオットマンサイドフレーム１３１に所定の回動
荷重が加わったときにハーフロック部材１６７及び凹部１６６の係合を解除する。この回
動加重は、オットマンＳ４の自重による回動荷重や捩じりコイルばね１５６の付勢力によ
る回動荷重よりも大きな値に設定されている。
【００９１】
　次に、以上のように構成されたシートＳが取り得る動作及び姿勢を図１４及び図１５を
参照しながら説明する。
【００９２】
　図１４（Ａ１）は、シートバックＳ２が使用位置にあり、シートクッションＳ１が着座
位置にあり、オットマンＳ４が収納位置にあるシートＳの使用状態を示している。この状
態で、乗員がハンドル６８（図１）を操作してスタンド脚３７のロックを解除し、矢印で
示すようにシートクッションＳ１を把持してシートバックＳ２側に跳ね上げると、（Ａ２
）に示すようにシートクッションＳ１の座面がシートバックＳ２の前面に沿う上限界位置
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（チップアップ位置）まで回動させることができる。この状態では、スタンド脚３７がシ
ートバックＳ２の底面から突出した使用位置にあり、チップアップ機構５のカム部材１０
３（図１０）が第１チップアップ用ケーブル１０６によって引っ張られているため、ロッ
ク部材１０２が解除位置に位置し、シートクッションＳ１のシートバックＳ２に対する回
動位置は固定されていない。スタンド脚３７を矢印の方向に倒して収納位置に移動させる
と、（Ａ３）に示すようにチップアップ機構５がロック可能になり、シートクッションＳ
１の回動位置が固定され、シートクッションＳ１がチップアップ位置にあるチップアップ
姿勢にシートＳが保持される。
【００９３】
　次に、（Ｂ１）に示す（Ａ１）と同じ状態で、ハンドル６８（図１）を操作してスタン
ド脚３７のロック及びリクライニング機構３のロックを解除すると、シートバックＳ２を
前方に倒すことが可能になる。なお、この状態ではチップアップ機構５はロック不能な状
態であり、シートバックＳ２とシートクッションＳ１との相対角度は変更可能である。シ
ートバックＳ２が前方に回動すると、（Ｂ２）に示すように、スタンド脚３７がスタンド
ベースの支持溝３５（図８）から外れて前方に移動する。また、シートバックＳ２が前方
に倒れるように回動することによってスタンド脚３７が倒れ、シートＳは、（Ｂ３）に示
すように、シートクッションＳ１、シートバックＳ２及びオットマンＳ４がフロア４の低
位部１２に格納されたダイブダウン姿勢となる。この状態では、スタンド脚３７が収納位
置に配置されるため、第１チップアップ用ケーブル１０６（図１０）は緩むが、シートバ
ックＳ２が所定の角度以上に前傾しているため、チップアップ機構５のカム部材１０３が
第２チップアップ用ケーブル１０７によって引っ張られ、ロック部材１０２が解除位置に
位置し、シートクッションＳ１のシートバックＳ２に対する回動位置は固定されていない
。
【００９４】
　なお、（Ａ３）に示すようにシートＳがチップアップ姿勢にあるときに、ハンドル６８
を操作してリクライニング機構３のロックを解除し、破線の矢印で示すようにシートバッ
クＳ２をシートクッションＳ１と共に前方に倒すことによっても、シートＳを（Ｂ３）の
ダイブダウン姿勢に変化させることができる。
【００９５】
　ダイブダウン姿勢にあるシートＳを使用状態に戻すときには、（Ｃ１）に示すように、
乗員はハンドル６８を操作してリクライニング機構３のロックを解除し、シートバックＳ
２を矢印で示すように起こす向きに回動させる。このとき、チップアップ機構５によるロ
ックはかかっていないため、（Ｃ２）に示すように、シートクッションＳ１はシートバッ
クＳ２と共に起き上がらず、シートバックＳ２によって引き摺られるように後方に移動し
、スタンド脚３７の先端がフロア４の壁部１３又はシートベース２６に係合する。（Ｃ３
）に示すように、乗員がそのままシートバックＳ２を後方に回動させると、スタンド脚３
７がフロア４の壁部１３又はシートベース２６に引っ掛かって引き起こされ、使用位置に
移動する。乗員が、さらにシートバックＳ２を後方に回動させると、スタンド脚３７の横
部材９４（図８）が係止爪４１を押し退けながらスタンドベース３４の支持溝３５に突入
し、（Ｃ４）に示すように、シートバックＳ２が使用位置に固定されると共にシートクッ
ションＳ１が着座位置に固定される。オットマンＳ４は、スタンド脚３７が引き起こされ
シートクッションＳ１の底面がフロア４から離れるため、フロア４の壁部１３には係合せ
ず、シートＳが（Ｃ４）に示す着座状態になったときには、捩じりコイルばね１５６の付
勢力及びディテント機構１６５の保持力によって収納位置に保持されている。
【００９６】
　乗員は、（Ｃ４）に示す状態からオットマンＳ４を矢印方向に回動させ、（Ｃ５）に示
すようにオットマンＳ４が垂下する仮収納位置に移動させることができる。オットマンＳ
４は、ディテント機構１６５によって仮収納位置に保持される。オットマンＳ４の角度調
節機構６は、収納位置と仮収納位置との間では、オットマンＳ４の角度を保持しないため
、オットマンＳ４をいずれの方向にも自在に回動させることができる。そのため、（Ｃ５
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）の状態から再度オットマンＳ４を矢印方向に回動させることにより、捩じりコイルばね
１５６の付勢力を伴ってオットマンＳ４を（Ｃ６）に示すシートクッションＳ１の底面に
対向する収納位置に移動させることができる。
【００９７】
　図１５の（Ｄ１）に示すように、オットマンＳ４が仮収納位置にある状態から矢印で示
す方向にさらに回動させると、（Ｄ２）に示すようにオットマンＳ４は角度調節機構６に
よって乗員の回動操作に応じた所望の回動角度（展開位置）で固定（仮収納位置側への回
転が禁止）される。また、乗員は、係止部材１４７（図１１）を操作してオットマンピラ
ー１３５のシートクッションＳ１に対するロックを解除し、オットマンＳ４を前後方向の
所望の位置に移動し、その位置に固定することができる。オットマンＳ４の使用を終了す
る際には、（Ｄ２）に矢印で示す向きにオットマンＳ４を回動させ、（Ｄ３）に破線で示
す最展開位置まで移動させることにより、角度調節機構６による固定を解除することがで
きる。角度調節機構６による固定が解除されると、オットマンＳ４は自重及び捩じりコイ
ルばね１５６の付勢力によって下方に回動し、仮収納位置に保持される。
【００９８】
　オットマンＳ４が仮収納位置にあるときに、シートＳを使用状態からダイブダウン状態
に変化させる場合には、（Ｅ１）に示すように、乗員は、ハンドル６８（図１）を操作し
てスタンド脚３７のロック及びリクライニング機構３のロックを解除し、シートバックＳ
２を把持して矢印で示すように前方に回動させる。このとき、（Ｅ２）に示すように、オ
ットマンＳ４の先端がフロア４の低位部１２に当接し、シートクッションＳ１が前方斜め
下に移動することによってフロア４から後方斜め上向きの力がオットマンＳ４の先端に加
わり、オットマンＳ４が収納位置側に回動する。（Ｅ３）に示すようにシートバックＳ２
が完全に倒れたシートＳのダイブダウン状態においては、オットマンＳ４は捩じりコイル
ばね１５６の付勢力を受けて収納位置に位置しており、かつディテント機構１６５によっ
て保持される。したがって、図１４の（Ｃ）に一連の動作を示した、乗員がシートＳをダ
イブダウン状態から使用状態に戻す操作を行ったときには、シートＳが使用状態に戻って
もオットマンＳ４は収納位置に保持されたままとなる。
【００９９】
　図１５に戻り、シートＳが取り得る姿勢をさらに説明する。（Ｆ１）に示すように、シ
ートクッションＳ１がチップアップ位置にあるときには、ハンドル６８を操作してリクラ
イニング機構３のロックを解除することにより、シートバックＳ２をシートクッションＳ
１と共に前方に回動させることができる。シートバックＳ２及びシートクッションＳ１は
、ハンドル６８を戻した位置で固定される。例えば、（Ｆ２）に示すように、シートバッ
クＳ２及びシートクッションＳ１が直立した位置でリクライニング機構３をロックさせる
ことができる。また（Ｆ３）に示すように、シートバックＳ２が直立位置よりも前方に回
動した前傾位置でリクライニング機構３をロックさせることもできる。当然ながら、（Ｆ
１）～（Ｆ３）に示したいずれの状態においても、第１把持部材１１８を操作してスライ
ド機構２のロックを解除し、シートバックＳ２及びシートクッションＳ１を前後動させる
ことができる。
【０１００】
　あるいは、（Ｇ１）に示すように、シートＳがチップアップ姿勢にあるときに、乗員は
スタンド脚３７を使用位置に回動させてチップアップ機構５のロックを解除し、（Ｇ２）
に示すようにシートクッションＳ１をシートバックＳ２に対して相対回動させることがで
きる。乗員は、スタンド脚３７を収納位置に戻すことによって、シートバックＳ２に対し
てシートクッションＳ１を任意の位置でロックすることができる。更に、この状態で乗員
がハンドル６８を操作してリクライニング機構３のロックを解除し、シートバックＳ２を
シートクッションＳ１と共に前方に回動させて（Ｇ３）に示す前傾姿勢でシートＳを固定
することも可能である。なお、（Ｇ３）の状態にシートＳの姿勢を変化させる場合には、
（Ｆ３）の状態からスタンド脚３７を操作してチップアップ機構５のロックを解除し、シ
ートクッションＳ１を前方に回動させてもよい。
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【０１０１】
　次に、オットマンＳ４についてさらに詳細に説明する。図１６に示すように、オットマ
ンＳ４は、展開状態で上方を向く面が乗員の足を支持する支持面１７１である。この支持
面１７１は、前述したように合成皮革や布地等で形成された表皮ＳＫによって覆われてい
る。一方、オットマンＳ４の前端面１７２は、支持面１７１と異なり、樹脂などの、合成
皮革や布地よりも硬度が高い材料により形成されている。また、オットマンＳ４の前端面
１７２の表面には、小さな突起が多数形成されており、支持面１７１に比べてフロア４に
対してより大きな摩擦係数を有するように構成されている。なお、ここで云う摩擦係数と
は動摩擦係数である。
【０１０２】
　オットマンフレームＦ４についても、図５を参照してさらに詳細に説明する。オットマ
ンフレームＦ４は、前述したように長方形の枠形に形成されており、左右一対のオットマ
ンサイドフレーム１３１などを有している。そして、オットマンフレームＦ４は、クッシ
ョンフレームＦ１の前部の幅寸法よりも幅広に形成されている。そして、左右のオットマ
ンサイドフレーム１３１は、左右のクッションサイドフレーム８５の前部よりも左右方向
の外側にオフセットした位置に配置されている。
【０１０３】
　左右のクッションサイドフレーム８５に回動可能に取り付けられたスタンド脚３７は、
回動軸側の端部に溶接されたブラケットを左右のクッションサイドフレーム８５の前部の
内側面に対向させるように配置されている。すなわち、スタンド脚３７は、クッションサ
イドフレーム８５の前部の幅寸法よりも幅狭に形成されている。したがって、図１７に示
すように、スタンド脚３７がシートクッションＳ１の底面に沿う収納位置にあり、かつオ
ットマンＳ４が収納位置にあるときにも、スタンド脚３７、クッションサイドフレーム８
５及びオットマンサイドフレーム１３１がそれぞれオーバーラップしないように配置され
ている。
【０１０４】
　シートＳがこのように構成されることにより、図１５の（Ｅ）で説明した、オットマン
Ｓ４が仮収納位置にある状態でシートＳをダイブダウン動作させたときには、（Ｅ２）に
示したように、オットマンＳ４の先端がフロア４の低位部１２に当接して仮収納位置にお
けるディテント機構１６５（図１３）による保持が解除されて仮収納位置よりも後方（収
納位置側）に回動する。すると、オットマンＳ４は捩じりコイルばね１５６（図１２）の
付勢力によって収納位置に回動駆動され、シートクッションＳ１の底面に沿う収納位置に
移動して、再びディテント機構１６５によって保持される。
【０１０５】
　そして、図１８に示すように、シートＳがダイブダウン姿勢になったときには、シート
クッションＳ１がシートベース２６に当接することで、シートクッションＳ１およびオッ
トマンＳ４は、フロア４の低位部１２から上方に所定寸法Ｃだけ離間した上方位置に保持
される。
【０１０６】
　なお、前述したようにオットマンＳ４には、シートクッションＳ１が着座位置にあると
きにシートクッションＳ１の前部から垂下する仮収納位置と、シートクッションＳ１の底
面により近い収納位置との２つの収納位置が設定されており、オットマンＳ４が両収納位
置で保持されるようになっている。これにより、シートＳがダイブダウン姿勢になったと
きにはオットマンＳ４を露出しない収納位置に配置できるとともに、ダイブダウン動作を
行わない通常使用時には、オットマンＳ４を仮収納位置に配置しておくことで、使用状態
にあるシートＳに着席した乗員がオットマンＳ４を展開させる際に、シートクッションＳ
１の底面に沿う収納位置にあるオットマンＳ４の遊端まで手を伸ばさなくとも、シートク
ッションＳ１の前部の下方に手を伸ばしてオットマンＳ４の遊端を引き上げることで容易
に操作できるようになっている。
【０１０７】
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　以上、説明したように、シートＳのダイブダウン動作の際に、オットマンＳ４がフロア
４に干渉しない収納位置に向けて変位し、仮収納位置にあったオットマンＳ４がダイブダ
ウン動作を阻止しない位置に回動変位するため、ダイブダウン動作を行う前に仮収納位置
にあるオットマンＳ４を別操作によって変位させる必要がなく、シートＳをダイブダウン
姿勢に変化させる操作が容易である。
【０１０８】
　また、オットマンＳ４は、ダイブダウン動作の際に、前端面１７２がフロア４の低位部
１２に当接し、シートクッションＳ１の前方斜め下への変位に伴ってフロア４から受ける
力によって回動する。そのため、ダイブダウン動作と関わりなくオットマンＳ４を変位さ
せる機構を設ける必要がなく、シートＳが簡単な構成となり、シートＳの製造コストも低
減できる。
【０１０９】
　そして、オットマンＳ４が仮収納位置よりもシートクッションＳ１の底面に近い収納位
置まで回動可能に設けられ、オットマンＳ４の収納位置が仮収納位置に対してシートクッ
ションＳ１の底面側に設定されているため、シートクッションＳ１がフロア４に向けて斜
め前方に変位するダイブダウン動作の際に、仮収納位置にあるオットマンＳ４がフロア４
に当接して収納位置側へ回動しやすくなっている。そのため、仮収納位置の回動角度を、
乗員の邪魔になりにくい鉛直や鉛直よりも後方に設定可能である。
【０１１０】
　このようにダイブダウン動作の際には、オットマンＳ４の前端面１７２がフロア４の低
位部１２に当接する。本実施形態では、オットマンＳ４の前端面１７２が支持面１７１に
比べてフロア４に対してより大きな摩擦係数を有している。そのため、シートクッション
Ｓ１の前方斜め下への変位に伴ってオットマンＳ４の前端面１７２とフロア４とが相対移
動するときの動摩擦力が大きくなり、オットマンＳ４を回動させる力が確実にオットマン
Ｓ４に加わってオットマンＳ４が確実に収納位置に回動する。
【０１１１】
　本実施形態では、オットマンＳ４は、仮収納位置においてその前後の回動位置に比べて
大きな保持力をもってディテント機構１６５（図１３）によって保持される。これにより
、車両の加減速時やオットマンＳ４を再展開位置から手を離して仮収納位置側に戻す際な
どに、オットマンＳ４が鉛直に垂下した回動位置近傍で揺れ動くことを防止できる。また
、オットマンＳ４は、仮収納位置においても捻じりコイルばね１５６によって収納位置側
へ付勢されているが、オットマンＳ４をディテント機構１６５の保持力によって仮収納位
置に留めることが可能になっている。
【０１１２】
　また、ディテント機構１６５が収納位置においてオットマンＳ４をその自重で下方に回
動しない程度に大きな保持力を持って保持することにより、乗員がオットマンＳ４を収納
位置へ回動させたときにオットマンＳ４を収納位置に保持し、シートＳがダイブダウン姿
勢にあるときに収納位置にあるオットマンＳ４とフロア４との間に隙間を形成することを
可能にする。また、乗員がシートＳをダイブダウン状態から使用状態に戻したときにもオ
ットマンＳ４を収納位置に保持することができるため、乗員が気づかずにオットマンＳ４
に足を引っ掛けるような事態が防止される。
【０１１３】
　本実施形態では、図１２に示したように、オットマンＳ４は、オットマンサイドフレー
ム１３１を収納位置側に付勢する付勢手段としての捩じりコイルばね１５６を有しており
、如何なる回動角度にあっても捩じりコイルばね１５６によって収納位置側への付勢力を
受けている。そのため、ダイブダウン動作が行われた際にオットマンＳ４が収納位置まで
確実に回動する。また、シートＳがダイブダウン姿勢に変化する際に、オットマンＳ４が
シートクッションＳ１に引き摺られてフロア４に摺接することがないため、姿勢変化の最
中のオットマンＳ４の支持面１７１が汚れることを防止できる。さらに、乗員がシートＳ
をダイブダウン状態から使用状態に戻したときにもオットマンＳ４を収納位置に保持する
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ことができるため、乗員が気づかずにオットマンＳ４に足を引っ掛けるような事態が防止
される。
【０１１４】
　本実施形態では、ディテント機構１６５や捩じりコイルばね１５６の機能により、オッ
トマンＳ４を収納位置に保持可能となっており、図１８に示したように、ダイブダウン状
態で収納位置にあるオットマンＳ４とフロア４との間に所定寸法Ｃの隙間が形成される。
これにより、シートＳがダイブダウン姿勢に変化にあるときにオットマンＳ４がフロア４
との接触によって汚れることもない。
【０１１５】
　さらに本実施形態では、図１７に示すように、スタンド脚３７がシートクッションＳ１
の底面に沿う収納位置にあり、かつオットマンＳ４が収納位置にあるときに、クッション
サイドフレーム８５、オットマンサイドフレーム１３１およびスタンド脚３７がそれぞれ
オーバーラップしない位置に設けられている。そのため、スタンド脚３７およびオットマ
ンＳ４を収納したときのシートクッションＳ１とオットマンＳ４とスタンド脚３７とを合
わせた厚さ寸法を小さくできる。これにより、図１４の（Ｂ３）などに示したシートＳが
ダイブダウン状態にあるときや、図１５の（Ｆ２）などに示したシートクッションＳ１が
チップアップ位置にあるときのシートＳの厚さ寸法を小さくし、図１４（Ｂ３）における
シートＳの上方空間や、図１５（Ｆ２）におけるシートＳの前方空間および後方空間を大
きくすることができる。
【０１１６】
　次に、オットマンＳ４の変形例について説明する。図１９に示すように、オットマンＳ
４の支持面１７１の左右方向の両端部には、回動軸側から遊端側に向けて延びる突出部１
７３が形成されている。両突出部１７３に挟まれる支持面１７１の中央部１７４は、前述
したように合成皮革や布地等で形成された表皮ＳＫによって覆われている。一方、両突出
部１７３は、樹脂などの、合成皮革や布地よりも硬度が高い材料により形成され、その表
面が支持面１７１の中央部１７４よりも平滑に形成されている。
【０１１７】
　オットマンＳ４の遊端面である前端面１７２は、上記実施形態と同様に、樹脂などの、
合成皮革や布地よりも硬度が高い材料により形成されている。一方、オットマンＳ４の前
端面１７２は、上記実施形態と同様の小さな突起を多数有し、突出部１７３の突出端面（
支持面１７１と概ね平行な面）に比べてフロア４に対してより大きな摩擦係数を有するよ
うに構成されている。この突起は、両突出部１７３の前端面にも形成されており、両突出
部１７３の前端面も、突出部１７３の突出端面に比べてフロア４に対してより大きな摩擦
係数を有するように構成されている。
【０１１８】
　本変形例においては、オットマンＳ４の支持面１７１がフロア４に接触する際には、突
出部１７３がフロア４に接触することになり、表皮ＳＫで覆われた中央部１７４がフロア
４に接触することが防止される。例えば、図１５（Ｅ）のダイブダウン動作の（Ｅ２）の
状態から（Ｅ３）の状態に変化する間のうち、（Ｅ２）に示したオットマンＳ４の前端面
１７２がフロア４の低位部１２に接触した直後に、オットマンＳ４の支持面１７１がフロ
ア４の低位部１２に接触する場合には、中央部１７４ではなく突出部１７３がフロア４に
接触する。また、図１４（Ｃ）のダイブダウン状態から使用状態にシートＳを変化させる
動作のうち、（Ｃ２）に示す状態、すなわちシートバックＳ２を起こし始め、シートクッ
ションＳ１の回動がシートベース２６によって規制されなくなったときに、オットマンＳ
４の支持面１７１がフロア４の低位部１２に接触する場合があるが、この場合にも、中央
部１７４ではなく突出部１７３がフロア４に接触する。
【０１１９】
　このように突出部１７３がフロア４に接触する際にも、両突出部１７３の表面が支持面
１７１の中央部１７４よりも平滑に形成されているため、摩擦抵抗が大きくなることや突
出部１７３が磨耗することが抑制される。また、突出部１７３が汚れた場合にも清掃を行
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いやすい。
【０１２０】
　次に、上記実施形態または変形例に示した形態のオットマンＳ４を有するシートＳの変
形例について説明する。本変形例のシートＳでは、上記実施形態で図１２を参照して説明
した角度調節機構６が、想像線で示す捩じりコイルばね１５６を有しておらず、右オット
マンサイドフレーム１３１が収納位置側に付勢されていない。また、本変形例のシートＳ
では、図２０に示すように、オットマンＳ４を仮収納位置及び収納位置に保持するディテ
ント機構１６５の２つの凹部１６６のうち、収納位置に対応する図中右側の凹部１６６が
、想像線で示す上記実施形態の凹部１６６の位置よりも、図中下側に形成されている。す
なわち、本変形例では、オットマンＳ４の収納位置が、上記実施形態の収納位置に比べて
シートクッションＳ１の底面から離れた位置（回動角度）に設定されている。
【０１２１】
　このように構成されシートＳの動作のうち、図１５（Ｅ）のオットマンＳ４が仮収納位
置にあるときに、シートＳを使用状態からダイブダウン状態に変化させる動作、および図
１４（Ｃ）のダイブダウン姿勢にあるシートＳを使用状態に戻すときの動作について、図
２１を参照して説明する。
【０１２２】
　オットマンＳ４が仮収納位置にあるときに、シートＳを使用状態からダイブダウン状態
に変化させる場合には、図２１（Ｅ１）に示すように、乗員が、ハンドル６８（図１）を
操作し、シートバックＳ２を把持して矢印で示すように前方に回動させる。すると、（Ｅ
２）に示すように、シートクッションＳ１が前方斜め下に移動し、オットマンＳ４の先端
がフロア４の低位部１２に当接する。続けて、シートバックＳ２が前方に回動して、シー
トクッションＳ１が前方斜め下に移動することにより、フロア４から後方斜め上向きの力
がオットマンＳ４の先端に加わり、ディテント機構１６５による保持が解除されてオット
マンＳ４が収納位置側に回動する。この際、オットマンＳ４は、捩じりコイルばね１５６
による収納位置側への付勢力を受けていないため、遊端をフロア４に摺接させながら回動
する。（Ｅ３）に示すようにシートバックＳ２が完全に倒れたシートＳのダイブダウン状
態においても、図２２に示すように、オットマンＳ４は遊端をフロア４に接触させており
、この回動位置が収納位置となる。この状態では、オットマンＳ４はディテント機構１６
５によって保持される。
【０１２３】
　一方、オットマンＳ４が収納位置にあるダイブダウン姿勢にあるシートＳを使用状態に
戻す場合には、図２１（Ｃ１）に示すように、乗員がハンドル６８を操作し、シートバッ
クＳ２を矢印で示すように起こす向きに回動させる。このとき、チップアップ機構５によ
るロックはかかっていないため、（Ｃ２）に示すように、シートクッションＳ１はシート
バックＳ２と共に起き上がらず、シートバックＳ２によって引き摺られるように後方に移
動する。また、オットマンＳ４は、ディテント機構１６５によって保持されているため、
収納位置に位置したままフロア４に摺接する。その後、スタンド脚３７の先端がフロア４
の壁部１３又はシートベース２６に係合し、（Ｃ３）に示すように、乗員がそのままシー
トバックＳ２を後方に回動させると、スタンド脚３７がフロア４の壁部１３又はシートベ
ース２６に引っ掛かって引き起こされることで、オットマンＳ４がフロア４から離間し、
スタンド脚３７が使用位置に移動する。
【０１２４】
　乗員がさらにシートバックＳ２を後方に回動させると、スタンド脚３７がスタンドベー
ス３４の支持溝３５に突入し、（Ｃ４）に示すように、シートバックＳ２が使用位置に固
定されると共にシートクッションＳ１が着座位置に固定される。この状態においても、オ
ットマンＳ４は、ディテント機構１６５の保持力によって収納位置に保持されている。乗
員が（Ｃ４）に示す状態のオットマンＳ４を矢印方向に引くと、ディテント機構１６５に
よる保持が解除されてオットマンＳ４は回動し、（Ｃ５）に示すようにシートクッション
Ｓ１の前端から垂下する仮収納位置でディテント機構１６５によって保持される。オット
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マンＳ４を使用しない場合には、（Ｃ５）の状態から乗員が再度オットマンＳ４に矢印方
向に力を加え、（Ｃ６）に示すシートクッションＳ１の底面から若干離間した収納位置ま
でオットマンＳ４を回動させることにより、オットマンＳ４はディテント機構１６５によ
って収納位置に保持される。
【０１２５】
　このように、本変形例では、図２１の（Ｅ）で説明した、オットマンＳ４が、仮収納位
置にある状態でシートＳのダイブダウン動作が行われた際に、フロア４に摺接しながら第
２収納位置まで回動する。そのため、（Ｅ２）～（Ｅ３）に示した、オットマンＳ４がフ
ロア４に当接してシートクッションＳ１の底面側の収納位置まで回動するシートＳが、捩
じりコイルばね１５６を有しない簡単な構成で実現される。なお、本変形例のシートＳに
おいては、オットマンＳ４の支持面１７１がフロア４に摺接するため、先の変形例で説明
した、突出部１７３を有するオットマンＳ４を用いることが好ましい。
【０１２６】
　以上で具体的実施形態の説明を終えるが、本発明は上記実施形態に限定されることなく
幅広く変形実施することができる。例えば、上記実施形態では、一例として車両用として
シートＳの説明を行ったが、航空機用や船舶用としてシートＳを用いることもできる。
【０１２７】
　また、上記実施形態では、シートＳが、図９に示した、シートバックＳ２が回動可能な
すべての角度範囲において所望の角度にシートバックＳ２を保持可能なシートバック角度
調整機構としてのリクライニング機構３を備えているが、シートＳがこのようなリクライ
ニング機構３を備えずに、例えばシートＳが使用状態にあるときにシートバックＳ２が車
体などによって使用位置に保持される形態としてもよい。
【０１２８】
　また、上記実施形態では、シートＳが、図１０に示した、シートクッションＳ１のシー
トバックＳ２に対する角度を維持可能なシートクッション角度調整機構としての係合凹部
１０１およびロック部材１０２を備えているが、このようなシートクッション角度調整機
構を備えていなくてもよい。
【０１２９】
　上記実施形態では、オットマンＳ４が回動可能にシートクッションＳ１に設けられてい
るが、オットマンＳ４が公知のリンク機構によって展開可能にシートクッションＳ１に設
けられる形態としてもよい。また、オットマンＳ４は、シートクッションＳ１の前部から
垂下する仮収納位置と展開位置との間で変位可能であればよく、必ずしも仮収納位置より
も後方に変位可能である必要はない。
【０１３０】
　例えば、前列シートなどの干渉がない場合には、シートＳがダイブダウン動作を行った
際に、フロア４から離れる方向すなわち展開位置側となる上方斜め前方に変位してもよい
。このような動作は、例えばシートバックＳ２の回動と連動させてオットマンＳ４を展開
位置側に変位させる連動機構や、シートクッションＳ１のシートバックＳ２に対する角度
変化と連動させてオットマンＳ４を展開位置側に変位させる連動機構などによって実現で
きる。あるいは、シートＳに、オットマンＳ４を変位させる電動変位手段を設けるととも
に、オットマンＳ４がフロア４に近接または接触したことを検知する検知手段を設け、検
知手段により近接または接触が検知された場合に電動変位手段がオットマンＳ４をフロア
４から離れる方向に駆動するように構成してもよい。
【０１３１】
　あるいは、オットマンＳ４がフロア４に当接したときに、フロア４から受ける力によっ
て前方に回動するような動作を行う形態としてもよい。このような形態は、例えば、シー
トクッションＳ１の前部から垂下するオットマンＳ４の収納位置（仮収納位置）を鉛直方
向に対して下部が前方に位置する角度に設定するとともに、オットマンＳ４がこの収納位
置にある状態でシートＳがダイブダウン動作を行ったときに、オットマンＳ４の下端（遊
端）が最初にフロア４に当接する部分を前向き下り勾配かつ低摩擦の傾斜面とし、オット
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【０１３２】
　上記実施形態では、捩じりコイルばね１５６は、オットマンＳ４が如何なる回動角度に
あっても収納位置側への付勢力を加えるように構成しているが、例えば、仮収納位置やそ
の近傍の所定の回動角度よりも収納位置側にあるときに付勢力を受けるように構成してし
てもよい。
【０１３３】
　また、上記実施形態では、オットマンＳ４の突出部１７３を、オットマンＳ４の回動軸
側から遊端側に向けて延びる構成としているが、少なくとも遊端側に形成されるものであ
れば、遊端近傍に単一または一対の突出部１７３が形成される形態や、左右それぞれに複
数の突出部１７３が、回動軸側から遊端側に沿って分離して形成される形態、回動軸側と
遊端側とに形成される形態などとしてもよい。さらに、オットマンＳ４の前端面１７２は
、ニードルパンチ製法などによって製造されたフェルトで形成することで、支持面１７１
の突出部１７３をよりもフロア４に対してより大きな摩擦係数を有する構成としてもよい
。
【０１３４】
　この他、各部材や部位の具体的構成や配置、数量、角度、素材など、本発明の趣旨を逸
脱しない範囲であれば適宜変更可能である。また、上記実施形態に示したシートＳの各構
成要素は必ずしも全てが必須ではなく、適宜選択することができる。
【符号の説明】
【０１３５】
　４　　　フロア
　５　　　チップアップ機構
　２６　　シートベース
　３７　　スタンド脚
　８５　　クッションサイドフレーム
　１３１　オットマンサイドフレーム
　１５６　捩じりコイルばね（付勢手段）
　１６５　ディテント機構
　１７１　支持面（足支持面）
　１７２　前端面
　１７３　突出部
　１７４　中央部
　Ｓ　　　シート
　Ｓ１　　シートクッション
　Ｓ２　　シートバック
　Ｓ４　　オットマン
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